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 新庁舎の建設地の決定に際して、町民アンケートを実施しました。町民のみなさんが望む、新庁舎整

備のあり方、新庁舎が立地すべき箇所について下記のような回答が得られました。 

 

【新庁舎整備のあり方】 

 ・新庁舎整備のあり方として町民のみなさんに望まれている意見として、『災害に強い拠点となること、

経済性が良いこと、利便性の向上」が必要との意見が多く見られました。 

 

 

【新庁舎が立地すべき箇所】 

 ・新庁舎が立地箇所については、日之影町新庁舎建設委員会における意見を踏まえながら、設定した

立地案を基にした町民のみなさんにアンケートを実施した結果、『第５案：宮水地区（現工場跡地）

案』が全体の中で３２％と最も多い回答を得られました。 

 

４．町民アンケート 



 

 新庁舎の規模については、平成３０年度の職員数に基づき、下記の基準にて新庁舎の面積を算定しま

した。 

 

総務省起債基準 
国土交通省 

新営庁舎基準 

他自治体庁舎に基づく 

必要庁舎規模の算定 

3,233.08ｍ２ 3,557.09ｍ２ 2,725.20ｍ２ 

※なお、引き続き、基本設計の段階で庁舎機能などの具体化を図り、決定することとします 

 

 

 駐車場の規模については、町民・職員アンケートの結果、自家用車で役場を来所されるとの回答が多

かったことから、現状の利用状況よりゆとりをもった計画とし、下表の通りとしました。 

 

種別 
来庁者用 

駐車場 

公用車用 

駐車場 

議員用 

駐車場 

職員用 

駐車場 

台数 20 台 36 台 8 台 87 台 

 

 

 事業スケジュールは以下の通り、計画しています。 

項目 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 

基本構想                 

基本計画                 

基本設計                 

実施設計                 

建設工事                 

 

 

【概算事業費】 

 新庁舎の建設に要する概算事業費は、約１２億円を想定しています。今後の施設のあり方や検討によ

り、概算事業費及び新庁舎面積等は変わる可能性があります。 

【財源】 

 財源については、平成２９年度より制度化された総務省所管の公共施設等適正管理推進等事業費、市

町村役場機能緊急保全事業を活用する予定です。また、今後の施設のあり方等により、他の財源につい

ても検討してまいります。  

５．新庁舎の規模 

６．駐車場の規模 

７．事業スケジュール

新庁舎移転

８.概算事業費及び財源
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【新庁舎の

 

 

【運営管理

・供用開始

の選定によ

い建築材料

 また、間

運用管理面

 

【維持管理

・平成 29

維持管理計

 

構造種

地震

構

９.新庁舎

10.施設の

11.お問合

の構造検討

理】 

始後の管理運

より、修繕が

料の使用、設

間仕切壁の位

面における経

理計画】 

9 年に策定し

計画を検討

種別の検討

震に対する

構造形式

舎の導入機能

の運営管理

お問

日之

合せ先 

討】 

運営に配慮し

が必要となる

設備機器の入

位置変更のし

経費を節減で

した「日之影

し、予防保全

•

•討

•

•る

能と整備の

理及び維持管

合せ 

之影町 新庁

した設計を今

る時期をでき

入替えを見据

しやすさなど

できる工夫を

影町公共施設

全型の維持管

日之影町は
民有林が1
8,964ha
幹産業とし

また、日之
23年9月）
事業等にお
り、町産材
となります

大規模地震
安全を確保
でなく、災
りあります

「耐震構造
庁舎の被災
ることがで
りますが、
ての基本設
断すること

の考え方（

管理計画

庁舎建設準

今後進めて行

きる限り延長

据えた更新の

ど、将来の利

を行い、ライ

設等総合管理

管理による長

は町土の９
17,235ha
aで、広大な
して重要な

之影町産材
）では、町
おける町産
材の需要拡
す。

震等の災害
保するとと
災害対策本
す。

造」、「制
災時の安全
できると考

建物構造
設計段階に
ととします

２）

準備室 （TE

行きます。具

長させること

のしやすい配

利用状況の変

イフサイクル

理計画」を基

長寿命化対策

９０％が山林
a、また、人
な森林面積

な位置づけに

材利用推進
町が実施する
産材の利用を
拡大を踏まえ

害発生時に
ともに、庁舎
本部としての

制震構造」、
全及び、被災
考えられる構
造、建物形状
における検討
す。

EL）0982

具体的には、

とや、清掃な

配置計画を行

変化に柔軟に

ルコストの低

基に、将来的

策を実施しま

林原野であ
人口林の占

積を有してお
にあります

に関する基
る事業はも
を促進する
えた構造種

おいて、来
舎機能を維
の機能を発

、「免震構
災後の機能
構造は「免
状、建築コ
討を踏まえ

2-87-39

耐久性のあ

などの維持管

行っていきま

に対応できる

低減に努めま

的な修繕予測

ます。 

あり、その
占める割合
おり、林業

す。

基本方針（
もとより、補
ることとして
種別検討が必

来庁者や職
維持するばか
発揮する必要

構造」があ
能を最も維持
免震構造」と
コスト等につ
え、総合的に

910 

ある建築資材

管理がしやす

す。 

るものとし、

す。 

を想定した

中で
が

業は基

平成
補助
てお
必要

員の
かり
要が

り、
持す
とな
つい
に判

 

 


